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気候変動分野のシチズンサイエンス 
－オンライン熟議プラットフォームの構築－ 

1. はじめに 
2018 年に気候変動適応法が施行され、全国の地方

自治体で努力義務とされている気候変動適応計画の

策定が進みつつあるものの、計画に引用された科学

的知見は汎用的なものが主であり、個別地域・分野

の詳細な予測結果を基に適応計画を策定するような

エビデンスベースド政策形成(EBPM)には至ってい

ない。今後、オープンデータとして提供されるが、

科学者と政策担当者のシーズとニーズのギャップは

いまだ大きく、これらのオープンデータが政策立案

に直ちに活用されるのは困難と見込まれる。また、

最終的な政策の担い手であるステークホルダーや住

民のフレーミングが、気候変動対策=脱炭素(緩和策)
としてロックインされた状態にあり、気候変動影響

に適応するというフレーミングへの転換、適応策の

受容性を高めるという課題も大きい。 
 
2. プロジェクトの目標とリサーチ・クエスチョン 
本研究では、市民参加型モニタリング(シチズンサ

イエンス)による気候変動影響に係わるデータを、専

門家とステークホルダー、一般市民らとともに収集

し、オープンデータを用いて可視化される地域の気

候変動影響や社会課題を組み合わせて、ウェブ GIS

で共有化しつつ、オンライン熟議によりデータや分

析結果の理解を進め、EBPM となり得るようなシビ

ックテックの開発、導入を目標とする。リサーチ・

クエスチョンは以下のとおりである。 
 科学的知見とシチズンサイエンスという実感を伴

った現場知の結果を併せてプラットフォームで可

視化、共有化することが政策への理解と社会的受

容性を高める。 
 オン/オフライン熟議により専門家や政策担当者、

ステークホルダー、市民が時間・空間スケールを

超えて政策対話していくことが EBPM の一助と

なり得る。 
 
3. 分析手法とアプローチ 
本研究では、滋賀県と神奈川県をフィールドとし

て、上記目標の達成を目指し、次の 9 つの実施項目

を設定した。すなわち、①ステークホルダー分析、

②一般市民・環境 NGO 質問紙調査、③シビックテ

ック開発と改良、④オフ/オンライン WS、⑤市民参

加モニタリングとオンライン熟議、⑥気候変動影響

評価・社会経済予測、⑦将来シナリオの作成、⑧

EBPM の促進・阻害要因事例調査、⑨オンライン上

のシビックテック支援情報提供システムの構築・シ
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ビックテックの普及に向けたガイドラインのとりま

とめ、である。本稿では、このうち①②③④⑤で得

られた結果について報告する。 
 

4. 分析結果 
4.1 ステークホルダー分析 
4.1.1 滋賀県の気候変動影響を巡る論点の可視化 
滋賀県内の各セクターの主要なステークホルダー

を抽出し、個別の聞き取り調査を実施した。聞き取

り調査は 2020 年度に実施し、県内の退職者グルー

プ団体、滋賀グリーン活動ネットワーク消費講座受

講完了者を対象に実施した。聞き取り調査は、オン

ラインで開催し、1 回あたり 2 時間程度でグループ

インタビュー調査形式により実施した。 
聞き取り調査の議事録より、気候変動影響認識デ

ータベースを作成し、これにテキストマイニングを

用いて、地域の気候変動影響について、関連する社

会課題も含めた懸念や論点を可視化した。 
その結果、本調査を通じて 132 件の意見を収集す

ることができた。なお、これ以降、現在までに実施

したグループインタビューやワークショップの結果

も併せて、滋賀県ステークホルダー気候変動影響認

識データベースには 458 件の気候変動影響について

の意見を格納している(2023 年 11 月 1 日時点)。 
テキストマイニングによる可視化では、気候変動

(気象変化)とそれに伴う影響の 2 つに話題を分け、

どのような気候変動によって、どのような影響が生

じていると認識されているのか、その因果関係の認

識状況の把握を行った。設定する話題は、データベ

ースに格納されている全体のテキストの話題要約の

結果と環境省の気候変動影響評価報告書を参考に設

定した。また可視化には、共起ネットワークグラフ

用いた。設定した話題について、コーディングルー

ルを作成し分類を行い、カテゴリー間の共起関係を

可視化した結果を図 1 に示す。 
図より、7 つのサブグラフを特定することができた。

特定されたサブグラフについて、各話題に分類され

たテキストを確認しつ、気候変動とその影響間の因

果関係の認識状況の把握を試みる。サブグラフ 1 は、

気候変動カテゴリーの「気温上昇」が、「暑熱影響・

対策」、「健康(熱中症・感染症など)」、「くらし・そ

の他」、「日射など」、「暖房」に影響を与えていると

考えられていることがわかった。次に、サブグラフ

2 は、気候変動としての「降雪積雪減少」が、「鳥獣

害・食害」、「積雪影響・対策」、「観光・レジャー」

に影響を与えていると考えられていることがわかっ

た。サブグラフ 3 は、気候変動としての「天候変化・

四季変化」が、「分布・個体群の変動」、「生物季節」

に影響を与えていると考えられていることがわかっ

た。サブグラフ 4 は、気候変動としての「極端気象(大
雨など)」が、「公共交通」、「水害」、「防災」に影響

を与えていると考えられていることがわかった。サ

ブグラフ 5 は、気候変動に関するカテゴリーが含ま

れておらず、「農業全般」と「水稲」から構成されて

いるが、接続しているエッジより、「降雨関係」、「気

温上昇」、「天候変化・四季変化」、「降雪積雪減少」、

「台風関係」など、「極端気象(大雨など)」を除く、

気候の変化に関する話題との共起関係にあり、様々

な気候の変化から影響を受けていると考えられてい

ることがわかった。サブグラフ 6 は、気候変動とし

ての「降雨関係」が、「琵琶湖生態系・漁業」と「琵

琶湖流域環境・資源」に影響を与えていると考えら

れていることが分かった。サブグラフ 7 は、気候変

動としての「台風関係」が、「災害影響・その他」、

「森林環境・林業」、「土砂災害」に影響を与えると

考えられていることがわかった。 
以上の、気候変動に伴う気象変化とその影響間の

因果連鎖の認識状況の可視化の結果、気候変動に伴

う「気温上昇」や「降雨変化」などの気象変化と、

「健康・くらし」や「琵琶湖生態系・環境」などの

図 1 気候の変化と影響に関する話題間の 
共起ネットワークグラフ(滋賀県) 

出典: 参考文献 1)より改変 
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影響分野間において、結びつきが強く影響を受けや

すいと認識されている対応関係があると考えられる。

よって、市民参加モニタリングによる気候変動影響

の把握においては、分野別に参照する気象観測項目

を変える必要があると考えられる。 
4.1.2 神奈川県の気候変動影響を巡る論点の可視化 
神奈川県相模湾沿岸の鎌倉エリア(鎌倉単独のス

テークホルダー分析結果については小澤他(2021)を
参照)、茅ヶ崎・平塚・大磯エリア、小田原エリアに

おけるステークホルダー調査結果をすべてプールし

て、共起ネットワークグラフの描画結果及び階層的

クラスター分析を行い、この結果を参考に、主要な

テーマとして 8 つを選定した。各テーマに含まれる

特徴語からコーディングルールを作成し、テーマと

発言者属性との関係についてクロス集計を行ったと

ころ、発言者が所属する団体のセクターおよび分野

と、すべてのテーマで有意差がみられた(図 2)。 
「水産業」は業界／水産業(漁業協同組合)から，

「農業」は事業者／農業(農業者個人)からの言及が

多かった。「自然・生物の変化」は市民団体／環境・

観光からの言及が多かったことから、観光ガイドや

環境保全活動を行う団体が活動を通じて自然環境の

変化を受け止めていることが分かった。特定の事

業・活動に直接的に関連する気候変動影響や将来の

リスクは、その事業・活動の関係者のみに認知され

る傾向にあるため、分野横断的な情報共有の場が必

要であることが窺えた。「自然災害・防災対策」は最

も頻出度が高かったテーマであるが，特に行政／イ

ンフラ・防災からの言及が多く、事業者／商工・水

産・農業からはあまり触れられないテーマであった。

行政としては、災害を未然に防ぐための施設整備と

あわせ、市民・事業者による自主的な防災行動を促

すため、ハザードマップの作成・配布や避難訓練の

実施などにも力を入れている。一方で事業者にとっ

ては、災害リスクがあることは承知していても、不

確実性の高い情報をもとに防災対策のための投資を

する判断を取れず、防災情報の発信側である行政と

のギャップが生じていることが窺えた。「夏の暑さ」

と「砂浜消失」は、セクター別の差はあるものの、

他テーマと比べて差が小さかった。分野別では「情

報共有」が、分野ごとの差はあるがどの分野からも

普遍的に言及されていた。 
8 テーマの中で頻出度上位の「自然災害・防災対

策」、「自然・生物の変化」と、対象地域特有のテー

マである「砂浜消失」を対象としてさらに分析を行

った。発言内容を①現在の事象、②現在の対策、③

将来への対策、④将来像に分類し、各カテゴリーに

コーディングルールを設定して集計した。テーマご

とに 4 カテゴリー間の相関関係をみると、いずれの

テーマでも最も相関係数が高いのは「現在の事象－

将来像」であった(図 3 は「砂浜消失」テーマの一例)。
2 番目は、自然災害・防災対策では「将来像－将来

への対策」、自然・生物の変化では「現在の対策－将

来への対策」、砂浜消失では「現在の事象－現在の対

策」であり、以降、前後はやや異なるものの、全体

として現在の事象を起点に将来イメージが想起され、

図 2 テーマと発言者の分野とのクロス集計結果 

図 3 「砂浜消失」テーマにおける発話の 
カテゴリー間の相関関係 
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ここから必要な対策を発想するというバックキャス

ティング/システム/ネクサス思考プロセスが見て取

れる。これらの 4 つのカテゴリーに沿って、ストー

リーラインを作成し、代表者らがこれまで開発、各

地で適用してきた「統合型将来シナリオ構築手法」

に沿って、神奈川県における気候変動を入口とした

地域の将来シナリオを構築する。 
 

4.2 一般市民を対象とした質問紙調査 
神奈川県と滋賀県において実施した質問紙調査の

結果より、いくつかについて単純集計結果を示す。 
表 1 は、15 個の事象について 5 件法により気候変

動実感を尋ねた結果である。最も多く「実感がある」

との回答が得られたのは「水害・土砂災害」であり、

次いで「熱中症などの健康被害」、「ライフラインへ

の被害」、「食糧生産への被害」となっている。これ

らの事象についての実感があるとの回答が多い傾向

はこれまでの調査結果(馬場他, 2011; 馬場他, 2015; 
小杉他, 2018; 小杉他, 2020)と概ね同様である。な

お、この設問については、ナッジを踏まえたメッセ

ージを提示した後にも尋ねており、いずれの事象に

ついても実感があるとの回答がより多くなっている。 
対策行動としては、省エネ(64%)や熱中症予防の

ための水分補給(57%)などの実施率が高い。対策行

動を緩和策と適応策とに区別して実施数を比較する

と、緩和策の方が実施されている行動数が多かった。 
人々の対策の実施数を規定している要因を重回帰

分析で調べたところ、緩和策に対しては地球温暖化

表 1 神奈川県・滋賀県における一般市民の気候変動実感 
%          上段：情報提示前 

下段：情報提示後 
全く 

実感がない 
あまり 

実感がない 
どちらとも

いえない 
ある程度 
実感がある 

とても 
実感がある 

1. 農作物や魚介類の品質低下，収量減少

などによる食糧生産への被害（価格の

高騰や欠品など） 

5.1 
2.2 

13.9 
5.1 

36.5 
31.6 

34.0 
45.4 

10.5 
15.7 

2. 海洋酸性化による生態系の被害 8.5 
2.8 

20.5 
8.0 

40.1 
39.8 

24.7 
37.0 

6.2 
12.4 

3. 降水量減少による水不足，水質悪化な

ど水資源への被害 
6.7 
2.3 

17.9 
6.1 

39.2 
35.7 

28.2 
40.9 

8.0 
14.9 

4. 海面上昇による砂浜の消失や生態系へ

の影響 
7.6 
3.2 

18.7 
9.4 

36.8 
37.7 

28.5 
36.4 

8.4 
13.4 

5. 夏の熱中症や高温による体調悪化など

健康被害 
4.0 
1.9 

9.8 
4.2 

29.8 
30.3 

38.6 
39.1 

17.7 
24.5 

6. 局地的な大雨，豪雨，台風などによる

水害・土砂災害 
4.1 
1.9 

9.9 
4.7 

27.1 
30.5 

38.4 
40.1 

20.5 
22.8 

7. 絶滅種の増加などによる生態系への被

害 
7.7 
3.2 

18.2 
9.5 

38.4 
41.1 

28.2 
34.2 

7.5 
12.0 

8. 豪雪による交通網分断などライフライ

ンへの被害 
7.2 
3.9 

16.8 
8.9 

35.8 
37.8 

30.5 
35.0 

9.7 
14.4 

9. 海面上昇による高潮被害や水没 9.0 
5.0 

19.0 
11.0 

36.4 
38.6 

27.1 
32.6 

8.4 
12.8 

10. 頻繁な自然災害による行政機能の弱体

化や治安の悪化 
6.9 
3.0 

18.4 
8.0 

42.2 
44.1 

25.0 
33.4 

7.4 
11.5 

11. 野生生物や植物の生息域の変化 6.9 
3.3 

17.3 
9.0 

36.0 
39.4 

30.6 
35.2 

9.2 
13.1 

12. 高温や乾燥による火災の増加，大気汚

染や生態系への被害 
6.4 
2.6 

15.5 
6.4 

35.6 
37.6 

32.6 
38.5 

9.6 
14.8 

13. 豪雨による停電や交通マヒなどのライ

フラインへの被害 
5.7 
2.4 

14.4 
5.0 

33.6 
34.5 

34.1 
39.9 

12.2 
18.2 

14. 気候の変化による感染症の流行や拡大 6.8 
2.6 

15.3 
5.4 

39.4 
39.7 

29.0 
37.8 

9.6 
14.4 

15. 全般的に生活環境の快適さが損なわれ

ること 
5.9 
2.1 

15.5 
4.7 

41.3 
35.8 

29.2 
40.9 

8.0 
16.6 

出典: 参考文献 3) 
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の影響実感、将来の影響予測、地球温暖化に対する

懸念、多少のコストを払ってでも積極的に取り組む

べきという姿勢が有意な効果を持っていた。適応策

では影響実感と将来予測、地球温暖化に対する疑念

や個人の対策行動の無力さの認知、問題の身近さ認

知が有意な効果を持つことが示された。つまり、影

響実感や将来の影響予測に働きかけることで、緩和

策および適応策の対策行動が増える可能性が示唆さ

れるとともに、緩和策は地球温暖化を自分が取り組

むべき問題として認識する中で実施され、適応策は

むしろ地球温暖化問題への対策としてではなく個別

影響への対応として実施されている可能性が示され

た(表 2)。 
重回帰分析において対策行動の実施数に寄与して

いた変数は、問題の身近さ認知、過去の影響実感、

将来の影響予測、取り組み姿勢、対処すべき主体で

あり、これらの変数は、地球温暖化が直接自分の身

に及ぼす影響の認知だけでなく、当事者として対処

に取り組むべき問題であるという考えを含む認識を

測定していると言える。この認識を、以降は「自分

事化」と呼ぶ。リスク認知以外にリスク管理行動に

寄与する要因としては、社会規範やリスク管理行動

の有効性認知、同調、感情などが先行研究から示さ

れている。これらの変数は、その場面において自分

が当事者としてどのように行動すべきかをガイドす

るものと言える。 
適応策行動については、過去 10 年間の影響実感

と影響が今後生じるという予測が強いほど実践して

いる行動数が多い。緩和策モデルと異なり、取り組

み姿勢は有意な効果を持たないが、身近な問題であ

るという自分事化の傾向が強いほど行動数が多い。

他方、行動数に対して、地球温暖化を重要な社会問

題として捉える認知は弱い負の影響があり、個々人

の対策の無力さや地球温暖化そのものへの疑念が正

の効果を持つことから、適応策行動は水害や暑熱そ

れによる健康や農作物への影響という個別具体的な

被害に対する行動として捉えられていることが示唆

される。つまり、適応行動は地球温暖化問題への対

策というフレームで位置づけられていない可能性が

考えられる。 
以上のことは、気候変動そのものについての理解

促進活動やメッセージは、緩和策行動への取り組み

には寄与するが、適応策行動の動機付けや実施の促

進にはあまり効果を持たない可能性を示していると

言える。緩和策と適応策の両方の行動を促進するに

は、気候変動リスクを自分事化するための情報提供

や、行動選択を促す制度やアーキテクチャが有効で

あると考えられる。 
 

4.3 環境 NGO・市民団体質問紙調査データの分析 
シチズンサイエンスの担い手となり得る環境

NGO・市民団体を対象とした質問紙調査を実施し、

気候変動を題材としたシチズンサイエンスの可能性

について明らかにした。得られた主な知見は以下の

とおりである。第 1 に、これまでに何らかのシチズ

ンサイエンスの参加経験を持つ団体は 17.3%であり、

一定数の団体が何らかの経験を持っている。また、

今後の参加意向についても、まったく意向を持たな

い団体は 13.1%にとどまり、残りの 86.9%の団体が

何らかの参加意向を持っている。しかしながら、シ

チズンサイエンスの「担い手」として期待され得る

団体は「自ら企画、主催して実施してみたい」とす

る 13.1%であり、国内でのシチズンサイエンスの裾

野は広がりがあるとはいえない状況だといえる。 
第 2 に、企画や参加が可能なシチズンサイエンス

緩和策モデル 適応策モデル
リスク認知 0.02 0.07
主観的知識 .12*** .15***
地球温暖化に対する懸念 .15*** -0.06
地球温暖化に対する疑念 .08* .15***
身近さ認知1(影響) -0.02 -0.03
身近さ認知2(対応責任) 0.03 0.09
身近さ認知3(近接) 0.07 .12*
影響実感 .29*** .45***
影響予測 .29*** .35***
取り組み姿勢 .12** -0.02
対処すべき主体(あなた) 0.01 -0.04
[統制]対策行動の認知数 .12*** .20***
[統制]年齢 0 0
[統制]性別 -.06* -.10**
[統制]居住県 0 0.01
[統制]学歴 -.06* -0.15
[統制]婚姻 -.10** -.06***
[統制]住居形態 0.01 -.09**
[統制]自家用車の保有 -.18*** -0.04
切片 .47* -.58*
調整済みR2 .19*** .16***
オブザベーション 4434 4434
従属変数：実施行動数 3.24 2.5

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

表 2 対策行動数の規定因 

出典: 参考文献 3) 
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の分野や対象としては、身近な動植物の観察に係わ

るものが多い(表 3)。参加の動機については、地域社

会への何らかの貢献をはじめとする外発的動機付け

や非金銭的な内発的動機付けが強い。また、専門家

も参加する熟議の場が動機の 1 つとなる可能性も示

唆されている(表 4)。 
第 3 に、これまでのシチズンサイエンスの参加経

験の要因として、規模的要因は必ずしも重要ではな

く、団体設立のきっかけや活動の分野や種類、地理

的範囲等が重要であり、そしてこの参加経験が今後

の参加意向を決定する大きな要因となっている。 
これらの結果より、地域の気候変動政策への何ら

かの貢献が可能な状況下でシチズンサイエンティス

トを動機付けて現場知を収集し、専門家や政策担当

者の専門知と統合しながら、EBPM を具現化する社

会実装の方法を検討する必要性が示唆される。なお、

集計結果を両県における潜在的な参加団体(者)の抽

出に活用した。 
 

4.4 C3S-PaaS (Climate Change Citizen Science 
Platform as a Service)の構築と運用 
4.4.1 開発の考え方 
既存の科学的知見からオントロジーシステムを通

じて作成される気候変動影響因果フローの構築と、

シチズンサイエンスの実施中に、オンライン熟議シ

ステム上で定期的に行う質問紙調査や観察記録を巡

る熟議の発話データ(チャットシステムへの書き込

みデータ)の分析結果を適時にオントロジーに組み

入れ、更新していくことにより、専門家、政策担当

者、ステークホルダーや市民の学習や気づき、リフ

レーミングの状況が反映され、将来シナリオの因果

フローが修正されていくシステムを開発する。 
根拠ある熟議を行うために、根拠を求める先とし

てなり得るのは、観測・予測データ、因果論理、専

門家意見といったものである。本研究では、因果論

理を可視化し、観測・予測データ項目や専門家意見

を結びつける機能としてナレッジグラフに着目する。

根拠を探索し、共有するために、市民が日常生活で

気づいた気候変動影響にかかわる事象やデータを収

集し、WebGIS で共有化しつつ、市民、ステークホ

ルダー、専門家、政策担当者らがオフ／オンライン

表 3 参加可能なシチズンサイエンスの分野や対象 
 MA% 
うぐいす初鳴など身近な生き物の生息分布の

観察 25.9 

桜の開花日など身近な植物の生息分布の観察 33.3 
野生動物による自然環境や農産物への被害状

況の報告や監視 20.7 

外来種(植動物含めて)による身近な環境への

被害や影響の監視 28.1 

身近な環境の気温の定期観測など暑熱状況の

観察 21.5 

降雨や降雪状況の観察 16.5 
がけ崩れや氾濫などの水・土砂災害の発生状

況の監視 11.6 

河川・湖水の水質悪化による臭気や蚊・アオ

コの大量発生などの環境変化の報告 13.7 

砂浜の消失や海岸・湖岸の動植物など生物相

の観察 12.2 

野菜の不作や果実の色づきの悪さなど農作物

の観察 11.4 

スタッドレスタイヤへの交換など、季節を感

じる生活上のちょっとした気づきの報告 6.6 

どのような分野や対象であっても参加、企画

しようとは思わない 13.1 

その他 11.8 
無回答 3.4  
全体(N) 498 
* MA%は、回答団体数(N=498)を分母としたもの 

出典: 参考文献 4) 
表 4 シチズンサイエンスへの参加動機 

 MA% 
団体メンバーが楽しめそうであること 32.5 
団体メンバーにとって知的好奇心の刺激になる

こと 38.2 

科学や学問への貢献になること 23.3 
科学に関する最先端の知識が得られること 9.6 
地域社会への何らかの貢献になること 69.3 
他の参加者(参加団体)との意見交換 22.5 
専門家との意見交換や専門的知見を付したフィ

ードバック 31.3 

他の参加者(参加団体)との競争やその上位者の

表彰 0.4 

一定の数をこなした場合に修了証などの認定・

認証が得られること 1.8 

自らの団体の活動に役に立つ実践的な知識やス

キルが得られること 43.6 

物品などの報酬が得られること 4.4 
金銭的な報酬が得られること 14.5 
どのような要素を考慮しても、何が用意されよ

うとも参加、企画しようとは思わない 13.1 

その他 2.8 
無回答 0.0  
全体(N) 498 
* MA%は、回答団体数(N=498)を分母としたもの 

出典: 参考文献 4) 
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で熟議を行うためのシステムにおいて、キーワード

連関を可視化する機能を、ナレッジグラフにより開

発する。これにより、複数の議論スレッドと組み込

んだナレッジグラフを横断しながら考えることを通

して、気候変動適応シナリオ設計のオンライン熟議

を支援する。 
4.4.2 ナレッジグラフ作成のためのキーワード抽出 

未来についての熟議を根拠ある形で行うためには、

未来の環境、技術、社会の状態を記述した資料が根

拠情報として必要である。そこで、研究機関や民間

企業が作成した未来シナリオ及び将来社会像を対象

に、未来予測にかかわる記述を収集し、キーワード

分類を行った上で、年代別にデータ項目を作成した。 
手順としては、まず「国・機関が実施している科

学技術による将来予測に関する調査〈報告書〉」(2020
年；未来工学研究所)を元に、インターネット検索に

よる追加調査を実施(2022 年 8 月期)して収集した。

次に、解決したい問題に関わる「制約」を探索し、

各年代から見た現在の課題にかかわるキーワードを

抽出した。方法としては、既存の予測調査が想定す

る各年代から見た社会的課題(図 4)を「避けたい社

会」として整理し、それに関わるキーワードを抽出

した。 
4.4.3 気候変動適応シナリオ設計のオンライン熟議

を支援するシステムの開発基盤の検討 
システム仕様についての検討の結果、参加型民主

主義プラットフォームである Decidim をベースに

API 連携を行い、システム開発を行うこととした。

Decidim は、「市民参加のためのデジタルプラットフ

ォーム」として、オンラインで多様な市民の意見を

集め、議論を集約し、政策に結びつけていくための

機能を有している参加型民主主義プロジェクトのた

めのオンラインツールである。Decidim はオープン

ソースであり、Decidim プラットフォーム自体も参

加型で作られている。 
4.4.4 オンライン熟議支援機能の開発 

Decidim のサイト上に iframe を介して WebGIS
により表示されたデータを閲覧できる機能を実装し

た。これにより、Decidim とウェブ GIS の連携機能

を実現し(図 5)、Decidim を用いたオンライン熟議支

援システムを開発し、公開した(https://deliberation. 
c3s-pass.jp)。利用したプラットフォームは、Amazon 
Web Service(AWS)で、Docker 環境で構築した後、

AWS 環境に pull することで格納した。AWS 環境の

構築に用いたフレームワークは、AWS CDK である。 
機能は、Decidim に物事のつながり(因果連鎖)が

わかる可視化機能、及び、可視化機能(因果連鎖のマ

ップ)から関連する議論を見つける機能を組み込ん

だ。これらを一連の動作として、繰り返す実施でき

るように実装した(図 6)。 

図 4 各年代から見た現在の課題:既存予測調査の将来

社会像、社会的課題(避けたい社会) 
(「国・機関が実施している科学技術による将来予測に

関する調査〈報告書〉」(2020 年；未来工学研究所)を題

材に作成) 

図 5 Decidim サイト上への UI 上への 
WebGIS 画面の反映機能の実装 

図 6 熟議機能から可視化機能(因果連鎖のマップ)を 
介して関連熟議機能に遷移するプロセスの実装 
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これにより、まず、因果連鎖をたどることで、関

連する項目を探すことができるとともに、市民とし

て「何の項目／何を調べればよいか」を考えること

ができる機能、及び、ナレッジグラフによる因果連

鎖のマップから、キーワードを同じくする関連議論

へ移行する機能を実装することができた。以上によ

り、キーワードを介して Decidim 上の関連する議論

を参照しながら、熟議することを可能になった。 
4.4.5 ナレッジグラフの構築と可視化 

ナレッジグラフによる可視化の表現方法について

は、図 7 のとおりとなっている。また、ナレッジグ

ラフを構成する気候変動適応のオントロジー(図 8)
を開発し、オンライン熟議支援システムに組み入れ

た。シナリオ設計を支援する上で必要な環境／技術

／社会要素の情報は、それぞれの年代に要素をマッ

ピングして、比較可能になるものである。具体的に

は、それぞれの年代の、「気候変動の状況」(環境要

素)、「実現している技術」(技術要素)、「新しい／変

わる／消える仕組み」などである。このときに見ら

れる変化には、「有るもの」と「無いもの」、「増える

もの」と「減るもの」、「代替されるもの」といった

種類がある。開発したオントロジーでは、これらの

変化に関わる概念を組み入れた。 
4.4.6 滋賀県における運営方法等の検討と試行 
以上で説明してきた、シチズンサイエンスとオン

ライン熟議システムを統合したプラットフォーム

C3S-PaaS の活用に向けて、滋賀県では、同県地球

温暖化防止活動推進センターが運営主体としての役

割を担うこととなり、運営体制や C3S-PaaS で実装

を目指す機能、参加者の募集方法、熟議テーマ、デ

ータ収集方法、コンテンツ等について検討した。 
次に、C3S-PaaS での情報発信のあり方や改修に向

けたインプットを得るため、20～30 代の地球温暖化

防止活動推進員をオンラインで招集し、プラットフ

ォームの開発状況と、ステークホルダー分析により

特定された気候変動影響に関する論点を共有した上

で、シチズンサイエンス開始に向けた情報収集のた

めのプログラム案の検討会を行った。検討会では、

図 9 にまとめる枠組みにおいて、シチズンサイエン

スを実施することを確認した。 
次に、C3S-PaaS の試行として、自治会を対象とし

た地域防災に着目したワークショッププログラムを

開発した。本 WS では、まちあるき探検として、町

内を定められたルートで散策し、過去に水害が発生

した箇所や水路が溢れたり道路が冠水したりした箇

所などを巡り、冠水した時の水深や状況について説

明を受け、周囲の状況を確認することを基本とする。

参加者は、気がついた箇所についてメモ書きや写真

図 8 気候変動適応のオントロジー(気候変動の定義例) 

図 7 改善された可視化表現の方法 

図 9 C3S-PaaS を中心とした市民主導による 
気候変動対策検討の枠組み 
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を撮影し、これら箇所を地図に落とし込む作業を行

い、防災マップを作成する。この作業を通じて、参

加者が町内の危険箇所について認識し、これを地図

に落とし込むことで、広く町内で共有することも狙

いとするものである。 
本ワークショッププログラムは、2023 年 11 月 12

日(日)に滋賀県守山市今浜自治会の子供会と共同で

実践を行った。まちあるきの際は、自治会の役員が

過去の災害時の発生状況などについて説明を行いつ

つ、町内を 2 ルートに別れてまち探検を実施した。

道路が冠水した箇所や、蓋などがない水路や側溝に

ついては、メジャーなどで冠水した水深を測り、メ

モをとることでどの程度危険性があるのかを随時確

認を行なった。 
まちあるき探検の結果を整理するためのマップづ

くりは、対象者が子ども会に所属する小学生であっ

たことから、地図が印刷された模造紙を使い、付箋

紙とシールなどで書き込むことで作成を行なった

(写真)。併せて、事務局メンバーが、C3S-PaaS に、

まちあるきの際に撮影した災害が発生した箇所や危

険性のある場所の写真を、オンライン情報プラット

フォームに登録を行なった。 
本 WS を通じて、参加者の子供達は、生活の場と

して身近な危険箇所を詳細に把握することができた。

現地で確認するだけでなく、自らの手でマップづく

りをすることにより、一定の自分事化につながった

と考えられる。 
4.4.7 神奈川県における運営方法等の検討と試行 
神奈川県においても、ステークホルダー分析結果

や科学的知見等を共有するワークショップを開催し

たり、同県地球温暖化防止活動推進センターの研修

講座でシチズンサイエンスへの参加を呼びかけたり、

前述の質問紙調査結果より抽出されたいくつかの団

体と意見交換を個別に実施したりした。これらの対

象者・参加者から、C3S-PaaS に対するニーズ等の

インプットを得て、その改修に活用した。 
神奈川県では、申し出のあった 1 団体が毎夏に開

催している河川の水温一斉調査に協力し、観察対象

として決めた事象(河川の水温)の写真や観察記録、

気象データ等をスマートフォンのアプリを用いてウ

ェブ GIS にアップロードし、過去データについても

同様にアップロードして蓄積を重ねた(図 10)。 
 

5. 成果の妥当性と有用性 

図 10 金目川水温一斉調査の 2023 年度調査と過年度調査の成果マップ(一部抜粋) 

写真 まち探検マップ作成の様子と作成した成果 
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本研究のフィールドである滋賀県と神奈川県は、

気候変動適応法に基づく地域気候変動適応センター

を先駆的に設置しており、これらのスタッフは本研

究のメンバーに入っているため、地域気候変動適応

センターのあり方について、全国の自治体に対して

1 つのモデルを示すことができる。科学的知見とシ

チズンサイエンスによる現場知を活用した EBPM
による適応計画の策定という新しい政策プロセスを、

全国の自治体が気候変動適応計画の改定に際して参

照したり、開発・公開したプラットフォームを実際

に活用してエビデンスを収集したりするような形で

本研究の成果が活用されることが期待される。 
 
6. 政策的含意と提言 
滋賀県においては、2021 年度に「滋賀県 CO2 ネ

ットゼロ社会づくり推進計画」を改定しており、同

計画において、当 PJ の成果である県民の気候変動

認識の可視化や、2050 年滋賀県社会経済予測につい

て記述されている。今後についても、滋賀県内の様々

な環境 NGO・市民団体のネットワークハブとなっ

ている同県温暖化防止活動推進センターとも緊密な

連携が可能となっており、シチズンサイエンスの継

続、シビックテックの担い手発掘、そしてコ・デザ

イン、コ・プロダクションの実現に向けて、成果の

定着と発展が進めやすい状況にある。 
神奈川県においては、緩和策(脱炭素施策)への対

応のため、2021 年度に「神奈川県地球温暖化対策計

画」を改定しているものの、同計画の一部を構成し

ている適応策の部分については大きな改定はみられ

ず、当 PJ の成果は特に反映されてはいない。また、

シチズンサイエンスについても、関心のある環境

NGO・市民団体と個別にコンタクトして実施してい

る状況であり、同県温暖化防止活動推進センターが

機能する状況にはない。これは、両県における気候

変動適応センターと地球温暖化防止活動推進センタ

ーの活動の特性が異なっていることにも起因すると

考えられる。 
 
7. おわりに 
現時点では、C3S-PaaS は滋賀県と神奈川県での

試行段階にある。ただし、C3S-PaaS はオープンプ

ラットフォームとして運用されており、これから同

様の取り組みを行おうとする団体(地方自治体、環境

NGO・市民団体等)は、当 PJ の最終成果物の 1 つと

してとりまとめるガイドライン等を参照しながら、

また PJ メンバーのインストラクションを受けなが

ら、活用を進めることができる状況にはある。なお、

ガイドラインについては、本 PJ で開発してきたシ

ビックテックの技術面、社会実装面などから留意点

などを抽出し、シビックテックのさらなる普及に向

けた簡易ガイドラインをとりまとめた。技術面では、

シビックテックベースで構築され、随時更新がなさ

れるオープンソースを用いた環境の構築の際に直面

した課題と、それを克服した過程と方法、社会実装

面については、市民と研究者が連携しながら、持続

的に管理をしていく上での課題と要件を記載した。 
中長期的には、このような取り組みを行う自治体

や団体が増えていくことによって、EBPM による気

候変動政策の実現や、関係アクターの気候変動影響

の「自分事化」が促進されることへの期待が持てる。 
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用語 
シビックテック：市民自らが IT を活用して地域社会の課題解決を行おう

とする国内外で広がりつつある動き 

自分事化：たとえ遠い将来や自身に直接は関係ないと思われる事象でも、

自身の問題として捉えて行動を変えていくことができるようにすること。




